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第一部【企業情報】
第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第183期

中間会計期間
第184期

中間会計期間
第183期

会計期間

自 2023年
  ６月１日
至 2023年
  11月30日

自 2024年
  ６月１日
至 2024年
  11月30日

自 2023年
  ６月１日
至 2024年
  ５月31日

売上高 (千円) 5,834,851 5,966,916 11,511,853

経常利益 (千円) 1,050,632 697,134 1,779,545

中間(当期)純利益 (千円) 728,671 483,718 1,157,182

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － －

資本金 (千円) 821,070 821,070 821,070

発行済株式総数 (株) 5,500,000 5,500,000 5,500,000

純資産額 (千円) 11,508,613 12,490,130 12,236,475

総資産額 (千円) 16,045,477 17,627,953 17,822,850

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 157.67 104.43 250.19

潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益
(円) － － －

１株当たり配当額 (円) 9.00 15.00 24.00

自己資本比率 (％) 71.7 70.9 68.7

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 707,111 △226,742 1,924,084

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △91,304 △75,209 △185,502

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △53,911 △82,470 △107,362

現金及び現金同等物の中間期末(期

末)残高
(千円) 5,526,005 6,210,906 6,595,329

(注)１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】
　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、関係会社における

異動もありません。
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第２【事業の状況】
１【事業等のリスク】

当中間会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(１)財政状態及び経営成績の状況

ａ．財政状態

　当中間会計期間末の総資産は17,627百万円となり、前事業年度末に比べ194百万円減少しました。内訳は、流

動資産が130百万円の増加、固定資産が325百万円の減少であります。

　流動資産増加の主な要因は、当中間会計期間末日が金融機関の休日であった影響で受取手形及び売掛金が606

百万円増加したことと、法人税等の支払により現金及び現金同等物が384百万円減少したことであります。ま

た、固定資産減少の主な要因は、保有銘柄の株価下落により投資有価証券が249百万円減少したことでありま

す。

　負債は5,137百万円となり、前事業年度末に比べ448百万円減少しました。内訳は、流動負債が417百万円の減

少、固定負債が31百万円の減少であります。

　流動負債減少の主な要因は、未払金が338百万円減少、未払法人税等が211百万円減少したことであります。ま

た、固定負債減少の主な要因は、繰延税金負債52百万円の減少であります。

　純資産は12,490百万円となり、前事業年度末に比べ253百万円増加しました。主な要因は、利益剰余金414百万

円の増加及びその他有価証券評価差額金173百万円の減少であります。

　以上の結果、自己資本比率は前事業年度末の68.7％から70.9％となりました。

ｂ．経営成績

　当中間会計期間における経営成績につきましては、板紙の販売数量は概ね前年並みで推移し、製品価格も維持

していることから売上高は増収となりました。しかしながら、原料古紙の仕入れ価格が上昇し、製品の運送費も

高騰していることから、大きく減益となりました。

　この結果、当中間会計期間の売上高は5,966百万円(前年同期比2.3％増)、営業利益は637百万円(前年同期比

36.2％減)、経常利益は697百万円(前年同期比33.6％減)、中間純利益は483百万円(前年同期比33.6％減)となり

ました。

　各セグメントの経営成績は次のとおりであります。

○板紙事業

　当事業関連では、販売数量は前年同期比0.9％増と概ね前年並みで、改定した製品価格も維持していること

により、売上高は5,225百万円(前年同期比2.1％増)、セグメント利益は650百万円(前年同期比34.0％減)とな

りました。

○美粧段ボール事業

　当事業関連では、主力の青果物関連品の伸び悩みをデジタル印刷製品でカバーし、売上高は741百万円(前年

同期比3.3％増)と増収だったものの、労務費の増加や運送費の高騰等の要因で、セグメント損失は12百万円

(前年同期はセグメント利益13百万円)となりました。

(２)キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間における現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末に比べて384百万円減少し、6,210百万円

となりました。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、226百万円の支出(前年同期は707百万円の収入)となりました。主

な要因は、税引前中間純利益690百万円、減価償却費137百万円の増加要因と、売上債権の増加606百万円、法人

税等の支払額373百万円の減少要因によるものであります。

　「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、75百万円の支出(前年同期は91百万円の支出)となりました。主な

要因は、有形固定資産の取得による支出127百万円の減少要因によるものであります。

　「財務活動によるキャッシュ・フロー」は82百万円の支出(前年同期は53百万円の支出)となりました。主な要

因は、配当金の支払額69百万円によるものであります。

　なお、当社の資金需要のうち主なものは、製品製造のための原材料・燃料の購入のほか、労務費・経費、設備

投資等でありますが、当社はすべて自己資金でまかなっており、現状キャッシュ・フローについて大きな懸念は

ないものと認識しております。
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(３)会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(４)経営方針・経営戦略等

　当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(５)優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありませ

ん。

(６)研究開発活動

　当中間会計期間における研究開発活動の金額は、14百万円であります。

　なお、当中間会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】
該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】
１【株式等の状況】

(１)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 22,000,000

計 22,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2024年11月30日)

提出日現在発行数(株)
(2025年１月14日)

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 5,500,000 5,500,000
東京証券取引所

(スタンダード市場)
単元株式数は100株
であります。

計 5,500,000 5,500,000 － －
 

(２)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(３)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(４)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式
総数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

2024年６月１日～
2024年11月30日

－ 5,500,000 － 821,070 － 734,950

 
(５)【大株主の状況】

  2024年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式（自己株式を
除く。）の総数に対する
所有株式数の割合(％)

王子ホールディングス株式会社 東京都中央区銀座４丁目７－５ 2,268 48.90

INTERACTIVE BROKERS LLC
(常任代理人　インタラクティ
ブ・ブローカーズ証券株式会
社)

ONE PICKWICK PLAZA GREENWICH,
CONNECTICUT 06830 USA
(東京都千代田区霞が関３丁目２－５)

246 5.30

株式会社中国銀行 岡山市北区丸の内１丁目15－20 213 4.59

BNYM AS AGT/CLTS NON TREATY
JASDEC
(常任代理人　株式会社三菱UFJ
銀行)

240 GREENWICH STREET, NEW YORK,
NEW YORK 10286, U.S.A.
(東京都千代田区丸の内１丁目４－５)

125 2.69

岡﨑共同株式会社 岡山市中区森下町１－14 58 1.26

細羽　強 広島県福山市 53 1.15

岡﨑　達也 東京都渋谷区 53 1.15

岡﨑　直也 岡山市中区 52 1.13

津川　孝太郎 岡山県倉敷市 48 1.05

須山木材株式会社 島根県出雲市白枝町139 45 0.97

計 － 3,166 68.26
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(６)【議決権の状況】

①【発行済株式】
    2024年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 861,200 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,633,700 46,337 －

単元未満株式 普通株式 5,100 － －

発行済株式総数  5,500,000 － －

総株主の議決権  － 46,337 －

 
②【自己株式等】

    2024年11月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社岡山製紙
岡山市南区浜野
１丁目４番34号

861,200 － 861,200 15.65

計 － 861,200 － 861,200 15.65

（注）自己株式は、2024年10月１日に実施した譲渡制限付株式報酬としての自己株式処分により、9,500株減
少しております。

 

２【役員の状況】
該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則

第１編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(2024年６月１日から2024年11月30

日まで)に係る中間財務諸表について、ＰｗＣ　Ｊａｐａｎ有限責任監査法人による期中レビューを受けており

ます。
 

３．中間連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表】
(１)【中間貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2024年５月31日)
当中間会計期間
(2024年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,595,329 5,210,906

受取手形及び売掛金 4,254,466 ※ 4,861,045

有価証券 － 1,000,000

商品及び製品 461,823 369,858

仕掛品 14,611 18,584

原材料及び貯蔵品 449,081 373,998

その他 35,679 107,259

貸倒引当金 △2,000 △2,000

流動資産合計 11,808,990 11,939,653

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 548,674 538,770

構築物（純額） 131,169 125,495

機械及び装置（純額） 1,326,839 1,250,059

車両運搬具（純額） 114 34

工具、器具及び備品（純額） 40,722 42,014

土地 261,433 261,433

リース資産（純額） 43,854 46,638

建設仮勘定 76,487 93,092

有形固定資産合計 2,429,294 2,357,537

無形固定資産 2,647 2,265

投資その他の資産   

投資有価証券 3,564,893 3,315,755

出資金 9,793 9,793

その他 7,231 2,948

投資その他の資産合計 3,581,918 3,328,496

固定資産合計 6,013,860 5,688,299

資産合計 17,822,850 17,627,953

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,425,464 ※ 2,633,678

未払金 734,461 396,004

未払費用 702,938 647,475

未払法人税等 402,919 191,694

解体撤去引当金 62,775 62,775

資産除去債務 16,200 16,200

その他 127,809 107,311

流動負債合計 4,472,568 4,055,138

固定負債   

繰延税金負債 526,544 474,158

退職給付引当金 500,516 520,435

資産除去債務 39,060 39,060

その他 47,686 49,031

固定負債合計 1,113,807 1,082,685

負債合計 5,586,375 5,137,823
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(2024年５月31日)
当中間会計期間
(2024年11月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 821,070 821,070

資本剰余金 773,704 780,843

利益剰余金 8,903,949 9,318,229

自己株式 △502,943 △497,456

株主資本合計 9,995,780 10,422,685

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,240,694 2,067,444

評価・換算差額等合計 2,240,694 2,067,444

純資産合計 12,236,475 12,490,130

負債純資産合計 17,822,850 17,627,953
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(２)【中間損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

(自　2023年６月１日
　至　2023年11月30日)

当中間会計期間
(自　2024年６月１日
　至　2024年11月30日)

売上高 5,834,851 5,966,916

売上原価 4,049,259 4,394,852

売上総利益 1,785,592 1,572,063

販売費及び一般管理費 ※ 785,695 ※ 934,286

営業利益 999,896 637,777

営業外収益   

受取配当金 42,197 52,366

その他 8,538 6,990

営業外収益合計 50,735 59,356

営業外費用   

その他 0 0

営業外費用合計 0 0

経常利益 1,050,632 697,134

特別損失   

固定資産除却損 － 6,413

特別損失合計 － 6,413

税引前中間純利益 1,050,632 690,720

法人税、住民税及び事業税 350,651 183,502

法人税等調整額 △28,689 23,500

法人税等合計 321,961 207,002

中間純利益 728,671 483,718

 

EDINET提出書類

株式会社岡山製紙(E00687)

半期報告書

10/17



(３)【中間キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

(自　2023年６月１日
　至　2023年11月30日)

当中間会計期間
(自　2024年６月１日
　至　2024年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 1,050,632 690,720

減価償却費 139,982 137,891

退職給付引当金の増減額（△は減少） 19,454 19,918

受取利息及び受取配当金 △42,219 △52,408

売上債権の増減額（△は増加） △344,698 △606,579

棚卸資産の増減額（△は増加） 151,406 163,074

仕入債務の増減額（△は減少） △164,729 98,591

その他 32,055 △304,928

小計 841,885 146,280

法人税等の支払額 △134,774 △373,022

営業活動によるキャッシュ・フロー 707,111 △226,742

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △127,446 △127,771

投資有価証券の取得による支出 △6,076 －

利息及び配当金の受取額 42,219 52,408

その他 － 154

投資活動によるキャッシュ・フロー △91,304 △75,209

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △12,313 △12,909

配当金の支払額 △41,597 △69,561

財務活動によるキャッシュ・フロー △53,911 △82,470

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 561,895 △384,422

現金及び現金同等物の期首残高 4,964,110 6,595,329

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 5,526,005 ※ 6,210,906
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【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

※　中間会計期間末日満期手形

中間会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理しております。

なお、当中間会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の中間会計期間末日満期手形が中間会計期間末

日残高に含まれております。
 

 
前事業年度

（2024年５月31日）
当中間会計期間

（2024年11月30日）

受取手形及び売掛金 －千円 262,406千円

支払手形及び買掛金 － 504,598

 

(中間損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 前中間会計期間

(自 2023年６月１日

　至 2023年11月30日)

 当中間会計期間

(自 2024年６月１日

　至 2024年11月30日)

給料手当 116,030千円 119,836千円

退職給付費用 6,148 5,669

運搬費 378,083 491,415

 
(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 

前中間会計期間

(自 2023年６月１日

　至 2023年11月30日)

当中間会計期間

(自 2024年６月１日

　至 2024年11月30日)

現金及び預金勘定 5,526,005千円 5,210,906千円

有価証券勘定 － 1,000,000

現金及び現金同等物 5,526,005 6,210,906
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前中間会計期間(自 2023年６月１日　至 2023年11月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年８月25日
定時株主総会

普通株式 41,565 9 2023年５月31日 2023年８月28日 利益剰余金

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年１月11日
取締役会

普通株式 41,663 9 2023年11月30日 2024年２月２日 利益剰余金

 
Ⅱ　当中間会計期間(自 2024年６月１日　至 2024年11月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年８月27日
定時株主総会

普通株式 69,438 15 2024年５月31日 2024年８月28日 利益剰余金

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年１月10日
取締役会

普通株式 69,581 15 2024年11月30日 2025年２月４日 利益剰余金

 
 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間会計期間(自　2023年６月１日　至　2023年11月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

     (単位：千円)

 報告セグメント
合計 調整額

中間損益計
算書計上額
(注) 板紙事業

美粧段
ボール事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 5,117,360 717,491 5,834,851 5,834,851 － 5,834,851

セグメント間の内部
売上高又は振替高

100,138 14,233 114,371 114,371 △114,371 －

計 5,217,498 731,724 5,949,223 5,949,223 △114,371 5,834,851

セグメント利益 986,403 13,493 999,896 999,896 － 999,896

(注)セグメント利益は中間損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当中間会計期間(自　2024年６月１日　至　2024年11月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 報告セグメント
合計 調整額

中間損益計
算書計上額
(注) 板紙事業

美粧段
ボール事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 5,225,869 741,047 5,966,916 5,966,916 － 5,966,916

セグメント間の内部
売上高又は振替高

93,226 14,743 107,970 107,970 △107,970 －

計 5,319,096 755,790 6,074,887 6,074,887 △107,970 5,966,916

セグメント利益又は損
失(△)

650,665 △12,887 637,777 637,777 － 637,777

(注)セグメント利益又は損失は中間損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間会計期間（自　2023年６月１日　至　2023年11月30日）

    (単位：千円)

 報告セグメント
合計

 板紙事業
美粧段

ボール事業
計

一時点で移転される財 5,117,360 717,491 5,834,851 5,834,851

一定の期間にわたり移転される財 － － － －

顧客との契約から生じる収益 5,117,360 717,491 5,834,851 5,834,851

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 5,117,360 717,491 5,834,851 5,834,851

 

当中間会計期間（自　2024年６月１日　至　2024年11月30日）

    (単位：千円)

 報告セグメント
合計

 板紙事業
美粧段

ボール事業
計

一時点で移転される財 5,225,869 741,047 5,966,916 5,966,916

一定の期間にわたり移転される財 － － － －

顧客との契約から生じる収益 5,225,869 741,047 5,966,916 5,966,916

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 5,225,869 741,047 5,966,916 5,966,916

 

(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　2023年６月１日
　至　2023年11月30日)

当中間会計期間
(自　2024年６月１日
　至　2024年11月30日)

１株当たり中間純利益 157円67銭 104円43銭

(算定上の基礎)   

中間純利益(千円) 728,671 483,718

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る中間純利益(千円) 728,671 483,718

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,621 4,631

(注)潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】
2025年１月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ)中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・69,581千円

(ロ)１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15円00銭

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・2025年２月４日

(注)2024年11月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

   2025年１月10日

株式会社岡山製紙    

 

 取締役会 御中  

 

 ＰｗＣ　Ｊａｐａｎ有限責任監査法人  

 京都事務所  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 浦　上　卓　也

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮　脇　亮　一

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社岡山製

紙の2024年６月１日から2025年５月31日までの第184期事業年度の中間会計期間（2024年６月１日から2024年11月30日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記につい

て期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、株式会社岡山製紙の2024年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められ

なかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその

他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務諸

表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け
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る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸表

の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内

容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかど

うかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注)１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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